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○　問題意識

インターネットの普及率は年々高まっている。

２０００年１１月時点で、世帯の３４．０％、事業所の４４．８％、

企業では９５．８％となっている（総務省「通信利用

動向調査」）。

こうした中、インターネットを活用した金融

サービスも年々拡充されつつある。ただし、金融

サービスには、利用者の資産管理、個人情報保護

等の観点から、正確性・安全性への要請が高く、

インターネット上のサービス提供にも課題が多い。

インターネットを活用した金融サービスと言っ

ても、証券サービスと銀行サービスでは性格が異

なる。図表１にまとめたように、証券サービスは

金融商品が複雑で種類も多く、大量のリアルタイ

ムの情報（株価情報等）が必要となること、現金

の出入れの必要性が比較的低いこと、手数料が銀

行サービスと比べ高額であってディスカウントの

余地が大きいという特徴から、インターネットで

のサービス提供になじみやすい１）。

このトピックスでは、インターネット金融サー

ビスの中でも、普及に向けた課題が多いと考えら

れる銀行サービス（インターネット・バンキング）

について、各種アンケート調査の結果から、今後

の一層の普及に向けた対応を考える。

○　各アンケート調査について

これらのアンケート調査は、「通信利用動向調

査」（総務省）、「ウェッブ・ユーザー・アンケー

ト」（Yahoo! JAPAN）、「インターネット・アク

ティブ・ユーザー調査」（日経ネットビジネス）、

マイボイスコム株式会社調査、「MINアンケート」

インターネット・バンキングについて
－アンケート調査に見る利用動向と課題

第二経営経済研究部主任研究官　　一木　美穂

トピックス

１）２００１年９月中間決算においても、既存大手証券会社がいずれも大幅減益となる中、主要インターネット専業証券５社中４社
が増収となった。一方、インターネット専業銀行は、３行いずれも開業間もないこともあり、同中間決算は全行とも赤字と
なった。

【図表１】証券サービスと銀行サービスの比較

証券サービス 銀行サービス

金融商品の種類 多い 少ない

情報へのニーズ（リアルタイム性、量） 高い 低い

出入金の頻度 少ない 多い

手数料 高い 安い
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（情報通信総合研究所）である。

このうち、「通信利用動向調査」（総務省）のみ

が住民基本台帳から無作為抽出した世帯を対象と

した郵送調査であり、その他の調査についてはい

ずれもウェブ・サイトに掲載されたアンケートに

対する回答を集計したものである。具体的には、

「ウェッブ・ユーザー・アンケート」（Yahoo!

JAPAN）は、Yahoo! JAPANのトップページか

らアンケートサイトに誘導する方法によりアン

ケートを実施している。「インターネット・アク

ティブ・ユーザー調査」（日経ネットビジネス）

も同様に、日経ネットビジネスのウェブ・サイト

にアンケート用のページを掲載して実施している。

つまり、両調査とも、ウェブ・サイトにアクセス

した不特定多数の層を対象としている。一方、マ

イボイスコム株式会社調査、「MINアンケート」

（情報通信総合研究所）は、事前に登録されたメ

ンバーに対し、ウェブ形式のアンケート調査を実

施している。

これでわかるように、「通信利用動向調査」以

外の調査では、すでにインターネットのウェブ・

サイトの利用に慣れている層が回答しているとい

う偏りがある。一方で、「通信利用動向調査」の

回答者には、電子メールのみの利用者（ウェブ・

サイトの未利用者）や、そもそもインターネット

を利用していない層が含まれている。

○　インターネット・バンキングの利用動向

図表２～４は、インターネットの利用者を対象

に、インターネット・バンキング等の利用割合を

尋ねた調査結果である。

このうち、調査時期が一番古く（すなわちイン

ターネット・バンキングの浸透が比較的低いと考

えられる）、かつ「インターネット利用者」の中

に電子メールのみの利用者が含まれている「通信

利用動向調査」において、「オンラインバンキン

グ」の利用者の割合は他の二調査と比べて低く

なっているものの、いずれの結果においても、イ

ンターネット利用者の中でも限定された層（１～

２割）にしか、インターネット・バンキングが利

用されていない。この他に、そもそもインターネ

ットを利用しない（できない）層が存在する。こ

うした状況に照らし、インターネット・バンキン

グのマーケティングでは、広く一般利用者を対象

とせずに、インターネットに日頃なじんでいる利

用者層を対象に、さらにターゲットを絞りこんで

利用を促すのが、少なくとも現時点では効果的で

あろう。

なお、インターネット未利用者も含めた回答者

を対象として、「将来、自宅で受けてみたい新し

い情報通信サービス」を尋ねた調査結果の推移を

見ると、「銀行や郵便局の残高照会、振込み」の

割合は、５年前と比較して大きく伸びているとは

言えない（図表５）。１９９７年（平成９年）に大手

都市銀行で初めて本格的にインターネット・バン

キングが導入されて以来２）、各金融機関でのイン

ターネットの取組みが拡充されているが、こうし

た動向がインターネット・バンキングの利用率、

期待度に必ずしも反映されているとは言いがたい。

２）大手都市銀行がインターネット上で振込み等の資金移動サービスを導入したのは、１９９７年１月の住友銀行の事例が最初。
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【図表２】インターネットの用途（利用世帯主）（複数回答）

（資料）総務省「平成１２年通信利用動向調査」
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【図表３】ウェッブサイトを見る主な目的（複数回答）

（資料）Yahoo! JAPAN「第１０回ウェッブ・ユーザー・アンケート」
（２００１年９～１０月実施、有効回答数３５，４９３）
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【図表４】オンライン金融サービスの利用状況（複数回答）

（資料）日経ネットビジネス「インターネット・アクティブ・ユーザー調査」
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【図表５】将来、自宅で受けたい情報通信サービス（上位項目のみ抜粋）

（注）回答は期待度の大きい順に３つまで選択。集計では、１位に３点、２位に２点、３位に１点を与え、その得点合計をサン
プル数の３倍で除して比率を算出。選択項目の表現は平成１２年調査のものに統一。なお、「行政サービスや公的施設の予約」
は平成９年調査より導入した項目。

（資料）総務省「通信利用動向調査」
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【図表６】登録や、ネット上での収集に抵抗のある個人情報（３つまで選択）

（資料）マイボイスコム株式会社調査（２００１年４月実施、有効回答数８，８２２）
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○　今後検討すべき課題について

・　個人情報保護

インターネット上で登録・収集される情報とし

て抵抗がある（知られたくない）個人情報を尋ね

たアンケート結果では、「クレジットカード番号」

「銀行口座番号」の回答割合が高くなっている

（図表６）。送信情報の暗号化等、インターネット

上でのセキュリティ確保が技術上可能となっても、

実際に利用者の不安を払拭できなければ、イン

ターネット・バンキングの利用は浸透しない。

オンライン・ショッピングでの決済手段に関す

る調査結果では、現状として電子商店のページで

クレジットカード番号を入力した人の割合が一番

多いが、一方で、オンライン・ショッピングに

「適していると思う」決済手段としては、こうし

たクレジットカード番号のネット上での入力に比

べ、代金引換、コンビニ決済といった、自己のク

レジットカード番号が他人に知られることのない

手段が高順位となっている（図表７）。

このように、自己の口座情報の流出を懸念する

意識が非常に強い中で、インターネット・バンキ

ングを普及させるためには、なるべく口座情報を

インターネット上でやりとりせずに済むよう、メ

ニュー構成を工夫することも重要なのではないだ

ろうか。
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・　サービスメニューへの満足度向上

インターネット・バンキングで利用したことの

あるサービスの満足度を尋ねたところ、「残高照

会」「振込」といった、金融機関の基本的なサー

ビスに対する満足度が高い一方で、情報提供に関

するサービスの満足度は低い（図表８）。

一方、インターネットの利用目的に関する前述

の各種調査では、電子メールに次いで情報収集が

多い（図表２、図表３）。

この両結果を総合すると、本来、情報収集の手

段として適しているインターネットの特性を、現

在のインターネット・バンキングでは活かしきれ

ていないのではなかろうか。この点、利用者の資

産管理のアドバイス機能（魅力ある情報の提供）

を強化する取組みも、一部インターネット専業銀

行で実施されており、今後の利用動向が注目され

る。

・　インターネット上で信頼を得るための要件

インターネット・バンキングと直接の関連はな

いが、信用できる電子商店の基準に関するアン

ケート結果を御紹介したい（図表９）。

アンケート結果によると、運営企業や出店モー

ル等が有名であること、あるいはユーザー間の評

判、行政機関の‘お墨付き’といった、世間一般

での評価を基準としている人が過半数に及んでい

る。この結果は、インターネット上で事業を行う

上で、企業名（ブランド）が世間に浸透している

ことが重要であることを示している。

既存の金融機関が販売チャネルの一つとしてイ

ンターネットを導入する場合には、既に金融機関

名が広く知られているので、こうした問題は生じ

ない。一方、インターネット専業銀行を新たに設

立する場合は、この点が課題となる。

現在、日本のインターネット専業銀行はいずれ

【図表７】オンライン・ショッピングに適当と思う／利用した決済手段（単一回答）

（資料）日経ネットビジネス　「第１３回インターネット・アクティブ・ユーザー調査」（２００１年１１～１２月実施）
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も、名前が広く知られている大企業が親会社・株

主となっている。一方、米国では、こうした大企

業の後ろだてのないインターネット専業銀行の経

営を、広告費が圧迫している。つまり、インター

ネット・バンキングでは、店舗・人員コストを低

く抑えることが可能でありながら、実際にはブラ

ンドへの信頼性を獲得するコストが必要となる。

銀行法の要件を満たすという、そもそもの形式的

なハードルに加え、こうしたコスト負担は、イン

ターネット・バンキングを参入障壁の高い事業と

している。最近、我が国でインターネット専業銀

行と有名ウェブ・サイトとの提携が進展している

のも、こうした課題への取組みの一つと考えられ

る。

【図表８】インターネットバンキングで利用したことのあるサービスの満足度（単一回答）

（資料）情報通信総合研究所「インターネットバンキング利用実態調査」 （２０００年６～７月実施）
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○　最後に（郵政研究所での取組み）

以上のように、現在、インターネット・バンキ

ングの浸透には課題が少なくない。ただし、利用

者の視点に立つと、インターネットの利用率が高

まるにつれて、また、既存のインターネット・バ

ンキング・サービスの提供実績を積み重ねること

で、将来、インターネット・バンキングへの意識

も変化しうる。こうした利用者の意識の変化を把

握し、ニーズに敏感に対応することが、サービス

の提供側にとって重要となる。

ただし、以上で見てきた、インターネット・バ

ンキングに関する主なアンケート調査は、ウェブ

上で実施されたものが多い。つまり、回答者は既

にインターネットに精通した利用者層なので、そ

の他の利用者層の意識の変化を探ることはこれら

の結果からは困難である。また、アンケート実施

主体が電気通信事業関係者であることが多く、金

融サービスの在り方という観点からアンケート項

目を深堀りしたものは少ない。

こうした現状を踏まえ、郵政研究所で２年ごと

に結果発表している『金融機関利用に関する意識

調査』の最新調査（平成１３年度実施）では、イン

ターネット・バンキングに関する項目の充実を試

みている。当該調査は、住民基本台帳から無作為

抽出した世帯を対象としており、インターネット

の利用者以外の意識・動向も分析することができ

る。また最新調査では、単身世帯についての調査

も実施している。調査結果発表は本年４月を予定

しており、当月報でもその結果について、稿をあ

らためて御紹介したい。

【図表９】信用できる電子商店の基準（単一回答）

（資料）日経ネットビジネス　「第１２回インターネット・アクティブ・ユーザー調査」（２００１年6月実施）
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